
 

入園申込み等において定員を超えた場合の利用調整基準 

 保育園等への入園申込み又は保育園等の変更を希望する場合（本紙において「入園申込み等」という。）において、利用調整を

する必要が生じたときは、次の順位に従って利用調整します。 
 なお、令和６年４月１日入園に係る入園申込み等については、申込受付期間内に入園申込み等を行った方を対象とします。 
 
1． ⑴ 児童福祉の観点から、特に保育の必要性が高いことが認められる教育・保育給付認定子ども 

⑵ 生活保護受給世帯であり、世帯の自立促進のための就労等で保育の必要性が高いことが認められる教育・保育給付認定子ども 

⑶ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第１項に規定する配偶者のない女子又は同条第２項に規 

定する配偶者のない男子で、現に教育・保育給付認定子どもを扶養している者の世帯の教育・保育給付認定子ども 

2． 入園申込み等をした教育・保育給付認定保護者の別表第１による基準ランクが高い教育・保育給付認定子ども 

3． 上記２により同ランクの場合は、別表第２に定める指数の合計が高い教育・保育給付認定子ども 

4． 上記２・３により同ランク同指数の場合は、別表第３に定める優先順位の高い教育・保育給付認定子ども 

5． 入園申込み等をした教育・保育給付認定保護者又は親族による抽選 

別表第１ 

入園申込み等をした教育・ 
保育給付認定保護者の状況 

細   目 基準 
指数 

1 労働 就労（被雇用者） 実働時間 月150時間以上 A 

  自営・農業 実働時間 月120時間以上150時間未満 B 

  （中心者・専従者） 実働時間 月60時間以上120時間未満 C 

  自営・農業（協力者） 実働時間 月120時間以上 C 

  内職 実働時間 月60時間以上120時間未満 D 

2 妊娠・出産 産前産後8週間（多胎妊娠の産前期間にあっては14週間）の期間にある場合 A 

3 疾病等 疾病 １か月以上入院している又は入院予定である場合 A* 

 

 

 入院に相当する治療や安静を要する自宅療養で概ね 1 か月以上病臥して
いる場合 B* 

  週3日以上の通院加療を行い、安静が必要で保育が困難な場合 C* 

  継続的な通院加療を行い、安静が必要で保育に支障がある場合 D* 

 *提出された診断書等から総合的に判断し、基準指数を認定する。 

 障がい 身体障害者手帳1・2級、療育手帳A判定、精神障害者保健福祉手帳1級 A 

  身体障害者手帳3・4級、療育手帳B判定、精神障害者保健福祉手帳2級 B 

  身体障害者手帳5・6級、療育手帳C判定、精神障害者保健福祉手帳3級 C 

4 親族の介護等及び 重度心身障がい者（児）等の常時介護、常時付添いによる通院・施設通所 A* 

 入院等の付添い 心身障がい者（児）等の常時介護 B* 

  上記以外の場合（保育の必要性が認められる場合） D* 

  *提出された診断書等から総合的に判断し、基準指数を認定する。 

5 

 

災害復旧 

 
震災、火災その他これらに類する災害により、当該世帯の居住の用に供する住宅が損壊又は損失
し、その復旧に当たっている場合 A 

6 求職活動 生計中心者の失業により、就労の必要性が高い場合 B 

  上記以外の場合 E 

7 就学 週5日以上、かつ、月150時間以上学校または就労に必要な資格・技能習得のための施設等に通
学・通所する場合 A 

 

 

週4日以上、かつ、月120時間以上学校または就労に必要な資格・技能習得のための施設等に通
学・通所する場合 B 

週 3 日以上、かつ、月 60 時間以上学校または就労に必要な資格・技能習得のための施設等に通
学・通所する場合 C 

 上記以外の場合（保育の必要性が認められる場合） D 

8 育児休業取得 育児休業取得時にすでに保育を利用している教育・保育給付認定子どもがいて継続利用が認め
られた場合 E 



 

  注１ 基準ランクは、教育・保育給付認定保護者のうち基準指数が高い者の基準指数を左側に、低い者の基準指数を右側に置き、ＡＡ・Ａ

Ｂ・ＢＢ・ＡＣ・ＢＣ・ＣＣ・ＡＤ・ＢＤ・ＣＤ・ＤＤ・ＡＥ・ＢＥ・ＣＥ・ＤＥ・ＥＥの順に低くなるものとする。ただし、兄弟姉妹

（多胎児を含む）が同一の保育園への入園を希望する場合には、上記の方法により認定した基準ランクから1段階繰り上げるものとする。

なお、当初の認定ランクがＡＡの場合は繰り上げ後のランクをＡＡ+とし、その序列はＡＡの上位とする。 

  注２ １ 労働の「実働時間」は、入園申込日時点において就労先が確定している者の1日の実働（予定）時間に月の就労（予定）日数を

乗じた時間とする。 

  注３ １ 労働の「就労（被雇用者）」は、労働契約等により実働時間に見合う賃金対価（現物支給は除く。）を伴う場合に限る。 

  注４ １ 労働の「自営・農業（中心者・専従者）」のうち「中心者」は、開業届や営業許可証、委託業者との契約書の写し等で事業内容が

確認できる者又は確定申告書の写し等でその事業での収入が確認できる者に限り、「専従者」は、確定申告書の写し等で専従者であること

を確認できる者に限る。 

  注５ １ 労働の「自営・農業（協力者）」は、注３・注４で規定した者以外（実働時間に見合う賃金対価を伴わない労働等）の者とする。 

  注６ ４ 親族の介護等及び入院等の付添いの「重度心身障害者（児）等の常時介護」は、要介護認定 4・5、身体障害者手帳 1・2 級、療

育手帳A判定又は精神障害者保健福祉手帳1級の取得者を常時介護することとする。 

  注７ ４ 親族の介護等及び入院等の付添いの「常時付添いによる通院・施設通所」は、通院・施設通所の付添いについて、月150時間以 

   上行うものとする。 

  注８ ４ 親族の介護等及び入院等の付添いの「心身障害者（児）等の常時介護」は、要介護認定1～3、身体障害者手帳3・4級、療育手 

   帳B判定又は精神障害者保健福祉手帳2級の取得者を常時介護することとする。 

  注９ ４ 親族の介護等及び入院等の付添いの「上記以外の場合」は、注６・注８で規定した者以外の手帳取得者又は介護が必要と判断さ 

れる者の介護を月60時間以上行う、又は通院・施設通所の付添いを月60時間以上行う場合とする。 

  注１０ ６ 求職活動の「生計中心者の失業」は、失業を証明する書面の提出により確認するものとし、該当者は入園希望年度の前年度分

市町村民税において、前年度分給与支払い金額等（自営・農業の場合は所得金額）が150万円を超えること及び生計を一にする配偶者の

合計所得金額が38万円以下であることとする。 

  注１１ ６ 求職活動の「上記以外の場合」は、注１０の規定による該当者以外の者が入園申込日以降に求職活動を行う場合とする。 

  注１２ 学校とは学校教育法第１条に規定する学校とする。 

  注１３ ７ 就学の「上記以外の場合」は、就労に必要な資格・技能習得のための施設等に通所、通信教育を月60時間以上行っている場合

とする。 

別表第２ 

調 整 項 目 調整指数 

１ 2歳児クラスで卒園となる稲沢市内の保育園等を卒園する教育・保育給付認定子どもで、3歳児クラス以降も入

園を希望する場合 
＋2 

２ 入園申込み等をした教育・保育給付認定保護者が、18歳未満の子を3人以上養育している場合 ＋1 

３ 同居の祖父母（６５歳未満）がおり自宅で保育可能な場合 －1 

４ 入園申込み等をした教育・保育給付認定保護者のいずれかが海外勤務の場合 ＋1 

５ 別表第１の１労働（産後休暇・育児休業等から復帰する場合を除く。）、４親族の介護等及び入院等の付添い、７

就学が予定であり、実績がない場合 
－1 

６ 入園申込み等をした教育・保育給付認定保護者のいずれかが、稲沢市内の保育園等の保育士又は保育教諭とし

て勤務している場合 
＋1 

  注１ 各項目は、重複して加算・減算できるものとする。 

別表第３ 

優 先 項 目 優先順位 

災害復旧 1 

労働（勤務地と住所地が異なる場合（農業を除く。）） 2 

労働（勤務地と住所地が同じ場合）又は農業 3 

疾病等 4 

妊娠・出産 5 

親族の介護等及び入院等の付添い 6 

就学 7 

求職活動 8 

育児休業取得 9 

  注１ 教育・保育給付認定保護者のうち、優先順位の低い者の優先項目を用いて利用調整を行う。 


